
 

 

 

 

 

 

  
 

（「暴力団排除条例」研修） 

決算書掲載頁　77

市の事務事業が常に法令等の根拠に基づき適正に執行されるよう職員の法務・法的対応能力の向上を図り、また法令
などの根拠に基づき事務・事業の告示・公告を行う。
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細事業：法規事務 01事業
優先順位

事業
実施主体

事業開始
年　　　度

根拠
法令

整理
番号

事業費 総コスト

人件費

公債費財
源
内
訳

内
訳

平成25年度 平成24年度 比　較 平成25年度 平成24年度 比　較

目

的

妥当性 効率性 有効性評

価

今
後
の
方
向
性

職員数

再任用職員数

4

直営 昭和47年度以前

市職員など

適正な行政運営を行うため、職員の法務能力向上をめざし今後も職員研修を実施するほか、一層の法務・法的対応能
力の向上が図られるよう、他の手法も検討する。また、引き続き法令などの根拠に基づき事務事業の告示・公告を行う。
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細事業：法規事務                                   

１．職員の法務・法的対応能力向上 

行政実務に携わる職員の法務・法的対応能力の向上のため、平成２１年度から弁護士による実務に直結する法律 

研修を実施しており、平成２５年度においては、(1)暴力団排除の取組みと(2)債権管理をテーマにそれぞれ専門弁

護士による職員研修を実施した。 

 

(1) テーマ：暴力団排除の取組み 

 実施日：平成２６年３月１１日 

 講 師：村上・新村法律事務所 新村守弁護士 

     共栄法律事務所 濱和哲弁護士 

 講 義：暴力団排除と暴力団排除条例について 

 目 的：暴力団排除条例の制定・施行に伴い、①公の施設の設置条例や規則の改正、②補助金等の 

     交付要綱等の改正、③関係様式の改正等が必要になるとともに、④各事務事業から暴力団 

     を排除する措置を講ずる必要があるため。 

 対 象：全職員 

 人 数：７１名 

 

(2) テーマ：債権管理 

 実施日：平成２６年３月１７日 

 講 師：幾波法律事務所 幾波博之弁護士 

     関西総合法律事務所 永榮久仁子弁護士 

 講 義：債権管理の実践的手法の一つである支払督促の制度について 

 目 的：私債権・非強制徴収公債権の徴収に関する実践的な方法である支払督促の制度について研 

     修を実施し、本市の私債権・非強制徴収公債権の債権回収の実務に役立てるとともに、改 

     めて、債権管理の重要性について職員の認識を新たにするため。 

 対 象：主に債権管理部局の職員 

 人 数：２５名 

 

            

（「債権管理」研修） 


